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ま
す
。
申
出
時
点
に
お
い
て
対
象
と
な

る
子
が
２
人
以
上
い
る
と
き
は
年
10
日

の
取
得
が
可
能
と
な
り
ま
す
が
、
１
人

に
つ
き
５
日
と
割
り
当
て
ら
れ
て
い
る

わ
け
で
は
な
く
、
同
一
の
子
に
つ
い

て
、
５
日
を
超
え
て
（
最
大
10
日
）
取

得
す
る
こ
と
も
可
能
で
す
。

⑵
　
取
得
事
由
に
つ
い
て

　

改
正
前
は
㋐
病
気
・
け
が
、
㋑
予
防

接
種
・
健
康
診
断
が
取
得
事
由
と
さ
れ

て
い
ま
し
た
が
、
改
正
後
は
㋒
感
染
症

に
伴
う
学
級
閉
鎖
等
、
㋓
入
園
（
入

学
）
式
、
卒
園
式
が
追
加
さ
れ
ま
す
。

　

な
お
、
授
業
参
観
や
運
動
会
等
は
取

得
事
由
と
は
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
が
、
企

業
が
独
自
に
取
得
事
由
を
拡
大
す
る
こ

と
は
可
能
で
す
。

ら
「
子
の
看
護
等
休
暇
」
に
変
更
さ
れ

ま
す
。

　

ま
た
、
労
使
協
定
に
よ
り
子
の
看
護

等
休
暇
の
適
用
を
除
外
で
き
る
従
業
員

に
つ
い
て
、
改
正
前
は
、
①
週
の
所
定

労
働
日
数
が
２
日
以
下
の
従
業
員
と
、

②
継
続
雇
用
６
か
月
未
満
の
従
業
員
が

あ
り
ま
し
た
が
、
改
正
後
は
②
が
撤
廃

さ
れ
ま
す
。

　

今
回
は
、
厚
生
労
働
省
の
規
定
例
を

ベ
ー
ス
に
、
改
正
点
に
つ
い
て
解
説
し

ま
す
。子

の
看
護
等
休
暇
に
関
す
る
規

定
変
更
に
あ
た
っ
て
の
留
意
点

●２⑴
　
対
象
と
な
る
子
の
範
囲
に
つ
い
て

　

改
正
前
は
、
対
象
と
な
る
子
の
範
囲

が
、「
小
学
校
就
学
の
始
期
に
達
す
る

ま
で
の
子
」
で
し
た
が
、
改
正
に
よ
り

「
９
歳
に
達
す
る
日
以
後
の
最
初
の
３

月
31
日
ま
で
の
間
に
あ
る
子
」
に
拡
大

さ
れ
ま
す
。

　

基
本
的
に
は
、
３
月
31
日
ま
で
に
９

歳
に
な
っ
て
い
る
の
は
小
学
校
３
年
生

の
子
で
あ
る
た
め
、
本
書
式
例
で
も
、

対
象
と
な
る
子
を
「
小
学
校
第
３
学
年

修
了
ま
で
の
子
」
と
し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
１
年
間
の
休
暇
付
与
日
数
を

計
算
す
る
た
め
の
「
１
年
間
」
は
、
原

則
と
し
て
４
月
起
算
と
さ
れ
て
い
ま
す

が
、
企
業
が
独
自
に
１
月
起
算
等
で
定

め
る
こ
と
も
可
能
で
す
。

　

ま
た
、
子
の
看
護
等
休
暇
の
付
与
日

数
は
、
申
出
時
点
の
人
数
で
判
断
さ
れ

子
の
看
護
等
休
暇
に
関
す
る 

改
正

●１
　
「
子
の
看
護
休
暇
」
と
は
、
負
傷
し

た
り
、
病
気
に
か
か
っ
た
子
の
世
話
や

疾
病
の
予
防
を
図
る
た
め
に
必
要
な
世

話
等
の
た
め
に
与
え
ら
れ
る
休
暇
（
子

が
１
人
の
と
き
は
１
年
度
に
５
日
ま

で
、
２
人
以
上
の
場
合
は
10
日
ま
で
）

で
す
。

　

今
回
の
法
改
正
に
よ
り
、
子
の
年
齢

に
応
じ
た
柔
軟
な
働
き
方
を
実
現
す
る

た
め
の
措
置
の
拡
充
と
し
て
、
⑴
対
象

と
な
る
子
の
範
囲
や
、
⑵
取
得
事
由
が

拡
大
さ
れ
ま
す
。

　

取
得
事
由
が
拡
大
さ
れ
る
の
に
合
わ

せ
て
、
名
称
も
「
子
の
看
護
休
暇
」
か 子

の
看
護
等
休
暇
に
関
す
る
規
定

（
改
正
対
応
）

１月号…�育児短時間勤務制度の適用除外に関する労使協定
（改正対応）

２月号…子の看護等休暇に関する規定（改正対応）
３月号…�介護に直面した旨の申出をした労働者に対する個

別周知・意向確認に関する書面
４月号…名刺取扱い規程

こ
と
し
４
月
か
ら
改
正
育
児
介
護
休
業
法
が
適
用
さ
れ
、
そ
の
１
つ

に
、
子
の
看
護
等
休
暇
に
お
け
る
対
象
と
な
る
子
の
範
囲
や
取
得
事

由
の
拡
大
等
の
変
更
が
あ
り
ま
す
。
そ
こ
で
今
回
は
、
子
の
看
護
等

休
暇
に
関
す
る
規
定
に
つ
い
て
、
そ
の
留
意
点
を
説
明
し
ま
す
。
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弁
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士
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た
む
ら
　
ゆ
う
い
ち
ろ
う
　
多
湖
・
岩
田
・
田
村
法
律
事
務
所
弁
護
士
。YouTube

に

て
「
弁
護
士
田
村
裕
一
郎
チ
ャ
ン
ネ
ル
」
を
運
営
。

ふ
る
た
　
ひ
ろ
こ
　
多
湖
・
岩
田
・
田
村
法
律
事
務
所
弁
護
士
。

て
、
時
間
単
位
で
も
取
得
す
る
こ
と
が

可
能
で
す
。

　

た
だ
し
法
令
上
は
、
中
抜
け
（
就
業

時
間
の
途
中
か
ら
時
間
単
位
の
休
暇
を

取
得
し
、
就
業
時
間
の
途
中
に
再
び
戻

る
こ
と
）
の
時
間
単
位
休
暇
と
す
る
こ

と
ま
で
は
求
め
ら
れ
て
い
ま
せ
ん
。
そ

の
た
め
、
本
書
式
例
で
も
、
中
抜
け
は

で
き
な
い
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

た
だ
し
、
企
業
が
独
自
に
中
抜
け
を

認
め
る
こ
と
は
可
能
で
す
。

　

す
で
に
中
抜
け
を
認
め
る
か
た
ち
で

⑶
　
適
用
除
外
に
つ
い
て

　

改
正
前
は
、
労
使
協
定
に
よ
り
②
継

続
雇
用
６
か
月
未
満
の
従
業
員
を
適
用

除
外
と
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
が
、

撤
廃
さ
れ
た
た
め
、
本
書
式
例
で
も
①

週
の
所
定
労
働
日
数
が
２
日
以
下
の
従

業
員
の
み
記
載
し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
適
用
除
外
に
つ
い
て
は
、
本

書
式
例
と
は
別
途
、
労
使
協
定
の
締
結

が
必
要
で
す
。

⑷
　
時
間
単
位
で
の
取
得

　

子
の
看
護
等
休
暇
は
、
原
則
と
し

■子の看護等休暇に関する規定の例

子の看護等休暇に関する規定

〈就業規則〉

第〇条（子の看護等休暇）

１　小学校第３学年修了までの子を養育する従業員（日雇従業員を除く）は、

次の各号に定める当該子の世話等のために、就業規則第○条に規定する年次

有給休暇とは別に、当該子が１人の場合は１年間につき５日、２人以上の場

合は１年間につき10日を限度として、子の看護等休暇を取得することができ

る。この場合の１年間とは、４月１日から翌年３月31日までの期間とする。

一　負傷し、または疾病にかかった当該子の世話

二　当該子に予防接種や健康診断を受けさせること

三　感染症に伴う学級閉鎖等になった当該子の世話

四　当該子の入園（入学）式、卒園式への参加

　　ただし、労使協定により除外された、１週間の所定労働日数が２日以下の

従業員からの申出は拒むことができる。

２　子の看護等休暇は、時間単位で始業時刻から連続または終業時刻まで連続

して取得することができる。

３　子の看護等休暇を取得しようとする者は、原則として、子の看護等休暇申

出書を事前に人事部労務課に申し出るものとする。

４　子の看護等休暇を取得した時間の給与については無給とし、別途定める給

与規定に基づき労務提供のなかった時間分に相当する額を控除する。

５　賞与については、その算定対象期間に子の看護等休暇を取得した期間があ

る場合においては、労務提供のなかった時間に対応する賞与は支給しない。

６　定期昇給および退職金の算定に当たっては、本制度の適用を受ける期間を

通常の勤務をしているものとみなす。

　（略）

子
の
看
護
休
暇
を
設
定
し

て
い
る
場
合
に
は
、
今
回

の
変
更
に
あ
た
っ
て
中
抜

け
を
認
め
な
い
規
定
に
変

更
す
る
こ
と
は
、
就
業
規

則
の
不
利
益
変
更
に
あ
た

る
の
で
、
注
意
し
て
く
だ

さ
い
。

⑸
　
賃
金
等
に
つ
い
て

　

子
の
看
護
等
休
暇
は
、

無
給
と
す
る
こ
と
が
可
能

で
す
。
た
だ
し
、
子
の
看

護
等
休
暇
を
取
得
し
た
こ

と
に
よ
り
不
利
益
に
取
り

扱
う
こ
と
は
禁
じ
ら
れ
て

い
ま
す
。

　

た
と
え
ば
、
賞
与
に
つ

い
て
、
労
務
提
供
を
し
て

い
な
い
時
間
分
の
賞
与
を

除
く
こ
と
を
超
え
て
不
利

益
に
扱
う
こ
と
は
で
き
ま

せ
ん
。

　

本
書
式
例
で
は
、
賞
与

や
昇
給
等
の
取
扱
い
を
明

示
し
て
い
ま
す
。�

●▲

厚生労働省：育児・介護休業等に関する規則の規定例［簡易版］（https://www.mhlw.go.jp/content/11909000/00068505 
6.pdf），厚生労働省：就業規則への記載はもうお済みですか－育児・介護休業等に関する規則の規定例－（https://
www.mhlw.go.jp/content/11909000/000685055.pdf）を参考に作成


